
 

 

 

 

 

  今回は、経年項目である「雇用者数の過不足感」のほか、「サーキュラーエコノミーの認知度や取

組状況等」、「取引先金融機関の貸出姿勢」について調査を実施した。なお、本特別調査は、埼玉県

四半期経営動向調査（令和８年４～６月期）の一環として実施したものであり、「概要」や「ヒアリ

ング調査からみた企業の声」については別途報告書を確認されたい。 

調査結果概要 

雇用者数の過不足感について 

○ 雇用者数の過不足感について聞いたところ、「適正」の回答割合が６０．８％と最も高かった。 

また、６年連続で「不足」が「過剰」を上回った。 

○ 前回調査（令和７年４～６月期）と比べ、「不足」は１．２ポイント増加し、「過剰」  

は２．０ポイント減少した。 

○ 今後の雇用者数の見込みは、「ほぼ増減なし」が７２．８％、「増加見込み」が１４．４％、

「減少見込み」が１２．８％であった。 

サーキュラーエコノミーの認知度や取組状況等について 

○ サーキュラーエコノミーについて、「取り組んでいる」と回答した企業の割合は８．４％、

「関心はあるが取組に至っていない」が１７．１％、「聞いたことはあるが、関心はない」が

１５．９％、「聞いたことがなく、関心がない」が２９．２％、「分からない」が２９．４％

であった。 

○ 取り組んだ又は関心を持ったきっかけについては、「社会貢献活動の一環として」（４５．７％）

が最も多く、次いで「企業価値の向上のため」（４４．９％）、「コスト削減や効率化」（４３．１％）

の順となった。 

○ 県に期待する支援については、「先進事例の紹介」（４４．０％）が最も多く、次いで「施設整

備や販路拡大等に係る資金繰りや助成等」（２７．０％）、「最新情報の提供やセミナーの開催」

（２０．２％）の順となった。 

取引先金融機関の貸出姿勢について 

○ 取引先金融機関の貸出姿勢について聞いたところ、８５．７％の企業が「ほとんど変わらない」

と回答する中、「厳しくなった」は５．３％で、前回調査（令和６年１０～１２月期）より 

３．８ポイント減少した。また、「緩やかになった」は８．９％で、前回調査より３．０ポイント

増加した。 

○ 金融機関に期待することについて聞いたところ、「金利の優遇」（５３．０％）が最も

多く、次いで「安定した資金供給」（４４．４％）、「補助金申請の支援」（２３．４％）

の順となった。 
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○ 現在の雇用者数の過不足感について聞いたところ、全体では「適正」の回答割合が６０．８％と 

最も高かった。また、６年連続で「不足」が「過剰」を上回った。 

 

○ 前年調査と比較すると、「不足」は１．２ポイント増加し、「過剰」は２．０ポイント減少した。

「適正」は０．８ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 令和２年度調査では、新型コロナウイルス感染症に起因する経済活動の停滞により、不足感が大き

く減少した。令和３年度以降は増加傾向が続き、前回調査では５年ぶりに減少に転じたが、今回調査

で再度増加となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の雇用者数の過不足感／全体（単一回答） 

雇用者数の不足感推移／全体（単一回答） 
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○ 製造業では「不足」が２．７ポイント増加し、「過剰」は４．７ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 非製造業では「不足」が０．１ポイント減少し、「過剰」は０．１ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 製造業で不足感が高い業種を見ると、「一般機械器具」（４４．９％）が最も高く、次いで「食料

品製造」（４４．２％）、「化学工業」（４２．９％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用者数の過不足感／製造業（単一回答） 

雇用者数の過不足感／非製造業（単一回答） 

雇用者数の過不足感／製造業／業種詳細（単一回答） 
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  ○ 非製造業で不足感の高い業種を見ると、「運輸業」（７１．４％）が最も高く、次いで「飲食店」 

（５０．０％）、「建設業」（４６．５％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 規模別では、全ての規模で製造業より非製造業の方が「不足」の回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

雇用者数の過不足感／非製造業／業種詳細（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

現在の雇用者数の過不足感／規模別（単一回答） 
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○ 正規社員・非正規社員ともに、「不足」の回答割合が「過剰」の回答割合よりも高かった。また、

正規社員・非正規社員ともに、非製造業の方が製造業よりも「不足」の回答割合が高く、「過剰」の

回答割合が低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正規社員の過不足感／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

非正規社員の過不足感／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
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○ 製造業について、正規社員で「不足」の回答割合が高い業種を見ると、「一般機械器具」（４６．４％）、

「食料品製造」（４１．２％）、「化学工業」（３５．７％）の順となった。 
 

○ 非正規社員で「不足」の回答割合が高い業種を見ると、「食料品製造」（４２．６％）、「家具・

装備品」（２５．０％）、「繊維工業」（２４．２％）の順となった。 
 

○ 非製造業について、正規社員で「不足」の回答割合が高い業種を見ると、「運輸業」（６６．１％）、 

「建設業」（４６．０％）、「情報サービス業」（３５．７％）の順となった。 
 

○ 非正規社員で「不足」の回答割合が高い業種を見ると、「飲食店」（４６．３％）、「運輸業」（４６．２％）、

「建設業」（２７．４）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正規社員・非正規社員の過不足感／製造業／業種詳細（単一回答）
関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

正規社員・非正規社員の過不足感／非製造業／業種詳細（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

上段が正規社員・下段が非正規社員 

 

 

上段が正規社員・下段が非正規社員 
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○ 全体では、「ほぼ増減なし」が７２．８％を占め、「増加見込み」（１４．４％）は「減少見込

み」（１２．８％）を１．６ポイント上回った。 

 

○ 前年調査と比較すると、「増加見込み」は１．０ポイント減少し、「減少見込み」は１．２ポイン

ト増加した。 

 

○ 製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は０．７ポイント減少し、「減少見込み」は

２．０ポイント減少した。 

 

○ 非製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は１．１ポイント減少し、「減少見込み」

は３．６ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の雇用者数の見込み／全体（単一回答）
機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

今後の雇用者数の見込み／製造業（単一回答）
機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

今後の雇用者数の見込み／非製造業（単一回答）
機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
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○ 雇用者数の増加を見込む業種は、「化学工業」（３０．４％）、「電機機械器具」（２５．４％）、

「鉄鋼業・非鉄金属」（２５．０％）の順で高い割合となっている。 

 

○ 減少を見込む業種は、「運輸業」（３３．９％）、「建設業」（１８．０％）、「食料品製造」

（１５．７％）の順で高い割合となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の雇用者数の見込み／業種詳細（単一回答）
機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
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○ 全体では、「ほぼ増減なし」が５７．１％を占め、「増加見込み」が３７．８％、「減少見込み」

が５．１％であった。 

 

○ 製造業と非製造業を比較すると、「増加見込み」について、製造業（４４．９％）が非製造業 

（３２．６％）を１２．３ポイント上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前年調査と比較すると、「増加見込み」は０．３ポイント減少し、「減少見込み」は０．９ポイン

ト減少した。 

 

○ 製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は２．２ポイント減少し、「減少見込み」は

０．７ポイント減少した。 

 

○ 非製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は１．５ポイント増加し、「減少見込み」

は１．１ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の従業員給与の見込み／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

今後の従業員の給与見込み／全体（単一回
答） 

今後の従業員の給与見込み／製造業（単一回
答） 

今後の従業員の給与見込み／非製造業（単一回
答） 
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○ 従業員給与の増加を見込む業種は、「パルプ・紙・紙加工品」（５４．２％）、「金属製品」      

（５３．６％）、「輸送用機械器具」（５２．６％）の順で高い割合であった。 

 

○ 従業員給与の減少を見込む業種は、「電気機械器具」（９．５％）、「飲食店」（７．４％）、

「一般機械器具」及び「卸売・小売業」（７．３％）の順で高い割合であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の従業員の給与見込み／業種詳細（単一回答） 
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○ サーキュラーエコノミーの認知度及び取組状況について聞いたところ、全体では「分からない」

（２９．４％）が最も多く、次いで「聞いたことがなく、関心がない」（２９．２％）、「関心はあ

るが取組に至っていない」（１７．１％）の順となった。 

 

○ 製造業と非製造業を比較すると、「取り組んでいる」について、製造業（１２．８％）が非製造業

（５．２％）を７．６ポイント上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サーキュラーエコノミーの認知度及び取組状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 
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（１）で「取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至っていない」と回答した３９７社のうち 

３９２社の回答割合 

 

○ （１）で「取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至っていない」と回答した企業に、取り組

んだ又は関心を持ったきっかけについて聞いたところ、全体では「社会貢献活動の一環として」  

（４５．７％）が最も多く、次いで「企業価値の向上のため」（４４．９％）、「コスト削減や効率

化」（４３．１％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取り組んだ又は関心を持ったきっかけ／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
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○ サーキュラーエコノミーに取り組む上で県に期待する支援について聞いたところ、全体では「先進

事例の紹介」（４４．０％）が最も多く、次いで「施設整備や販路拡大等に係る資金繰りや助成等」

（２７．０％）、「最新情報の提供やセミナーの開催」（２０．２％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県に期待する支援／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
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○ 全体では、「ほとんど変わらない」（８５．７％）の回答割合が最も高かった。 

 

○ 「厳しくなった」の回答割合は５．３％で、前回調査（令和６年１０～１２月期）の９．１％より 

３．８ポイント減少した。また、「緩やかになった」は８．９％で、前回調査の５．９％より３．０ 

ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引先金融機関の貸出姿勢／全体／過去調査との比較（単一回答） 
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○ （１）で貸出姿勢が「緩やかになった」と回答した企業に理由を聞いたところ、「新規貸出しの 

積極化」（７６．８％）が最も多く、次いで「返済条件の緩和」（１８．３％）、「担保・保証 

条件の緩和」（１４．６％）の順となった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引先金融機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

「緩やかになった」と思う理由／全体／過去調査との比較（複数回答） 
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○ （１）で貸出姿勢が「厳しくなった」と回答した企業に理由を聞いたところ、「金利の引上げ」 

（６０．７％）が最も多く、次いで「新規貸出しの消極化」（４６．７％）、「融資額の減額」 

（２３．７％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「厳しくなった」と思う理由／全体／過去調査との比較（複数回答） 
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○ 金融機関に期待することについて聞いたところ、全体では「金利の優遇」（５３．０％）が最も多

く、次いで「安定した資金供給」（４４．４％）、「補助金申請の支援」（２３．４％）の順となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融機関に期待すること/全体・製造業・非製造業/ (複数回答) 
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